
 

 

 

〇国際化、情報化、人口構造の変

化等経済社会情勢の変化の中 

 

 

〇国際競争力を強化し、豊かで安

心して暮らすことのできる社会

を実現するためには、民間の主

体性や自律性を高め、その活力

を発揮することが不可欠である

ことにかんがみ 

 

 

〇政府及び地方公共団体の事務・

事業の透明性の確保を図り、分

類、整理等の仕分けを踏まえた

検討を行った上で 

 

 

①国民生活の安全に配慮しつつ、

必要性の減尐した事務・事業を

可能な限り民間にゆだねて民

間活動の領域を拡大 

 

②行政機構の整理及び合理化等

により、経費を抑制して国民負

担の上昇を抑える 

改革の基本理念 改革重点分野と改革の基本方針等 

〔政策金融改革〕 

▬ ２０年度において、政策金融機関の組織を再編し、新たに一の機関を設立 

・ 商工中金、政投銀は完全民営化。商工中金の金融機能及び政投銀の投融資機能の根幹が維持され

るよう必要な措置、公営公庫の廃止及び新たな仕組みへの移行等 

・ 国民公庫、中小公庫、農林公庫、沖縄公庫、国際協力銀について、一定の業務から撤退等し新政

策金融機関に統合。国際協力銀の海外経済協力業務は、ＪＩＣＡに承継 

・ １８年度中に行う独法の融資等業務の見直し 

〔独立行政法人の見直し〕 

・ １８年度以降初めて中期目標期間が終了する独法の見直し 
 
〔特別会計改革〕 

・ ５年を目途に改革、財政健全化に総額２０兆円程度の寄与等 

・ 既存の特別会計について５年ごとに存続の必要性を検討 

・ 一般会計と異なる取扱いの整理、企業会計の慣行を参考とした資産・負債の開示等の情報開示等

に係る法制上の措置等 

・ ３１特別会計の統廃合・効率化等の改革の方向性 

・ 特定財源の見直しの方向性 

〔総人件費改革〕  
▬ 国家公務員等の総数の純減、給与制度の見直しによる人件費削減 
・ ５年間で国家公務員（国の行政機関、自衛官、国会・裁判所等、特定独法）の５％以上純減目標

の設定 
・ ５年間で国の行政機関の定員の５％以上純減 

（業務の大胆な整理、包括的な民間委託等の重点事項を規定） 
・ 純減目標達成のための円滑化措置（配置転換等） 
・ 自衛官の人員の純減 
・ 国家公務員給与制度の見直し（職務と責任に応じた給与体系等） 
・ 独立行政法人等、特殊法人及び認可法人の人件費縮減 
・ ５年間で地方公務員の４.６％以上純減の要請、地方公務員給与制度の見直し 
 

〔資産・債務改革〕 

・ 国の資産の圧縮、財政運営原則等 

・ 資産・債務管理の課題 

〔関連諸制度の改革との連携〕 

公務員制度改革、規制改革、競争の導入による公共サービス改革、公益法人制度改革、政策評価推進 

簡
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本部長 

 内閣総理大臣 

 事務局を設置 

改革の推進、 

フォローアップ 

  

行政改革推進本部 

※23年６月  

設置期限の到来により廃止 

簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成18年６月） 


